
「実践創業塾」を受講し、
「特定創業支援等事業の証明書」

をもらおう！
創業予定〜創業後５年未満の⽅におすすめ！
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三田市で創業
するなら！

令和7年12月作成 三田市産業政策課
令和8年 2月更新



実践創業塾とは
●実践創業塾とは

専門講師による、創業に
必要なスキルや専門知識
が学べる講座

●概要
・三田市商工会主催・定員20名
・全4日(1日4時間、土曜又は日曜の午後) ・年3回(5月頃、9月頃、1月頃)
・受講すると特定創業支援等事業の証明書がもらえます。(※対象要件有)
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▼第19期実践創業塾の募集チラシ



特定創業支援等事業の証明書とは
●特定創業支援等事業とは

「経営」「財務」「人材育成」「販路開拓」の４分野の知識を習得でき
る事業で、４回以上かつ１か月以上の期間継続した支援を行う事業のこと。

三田市商工会で実施している「実践創業塾」は、経済産業省から特定創
業支援等事業の認定を受けて実施しています。

●特定創業支援等事業の証明書とは
特定創業支援等事業を受講後、申請すると発行される証明書のこと。
この証明書を活用すると、次に記載する支援や優遇が受けられます。
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証明書による支援や優遇-その１-

②創業関連保証の特例
無担保、第三者保証人なしの創業関連保

証が、事業開始の６か月前から利用するこ
とが可能（通常は２か月前から）

・保証の特例を受けるためには、手続きを
行う際に、信用保証協会又は金融機関に証
明書（写し可）を提出し、別途、審査を受
ける必要があります。

・三田市が交付する証明書をもって、他の
市町村で創業する場合であっても、創業関
連保証の特例を活用することができます。

①市内で会社設立時の
登録免許税の軽減

資本金の0.7％→0.35％に軽減
（例）
株式会社の最低税額15万円の場合→7.5万円
合同会社の最低税額 6万円の場合→ 3万円

・株式会社および合同会社が対象です。
・登録免許税の軽減を受けるためには、会社法上の
発起人かつ会社の代表者となり会社を設立しようと
する個人が証明を受ける必要があります。
・設立登記を行う際には、証明書の原本を法務局に
提出する必要があります。
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証明書による支援や優遇-その２-
④小規模事業者持続化補
助金＜創業型＞の申請

補助上限額が50万円から200万円に引き上が
る小規模事業者持続化補助金＜創業型＞への申
請が可能（別途、要件や審査あり）
・三田市が交付する証明書をもって、他の市町村で
創業する場合も対象となります。

③新規開業・ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ支援
資金貸付利率の引き下げ

日本政策金融公庫による新規開業・スタート
アップ支援資金の貸付利率の引き下げの対象と
して、同資金を利用することが可能（別途、審
査あり）
・開業前に支援を受けた者が対象となります。
本市が交付する証明書をもって、他の市町村で創業す
る場合であっても、新規開業・スタートアップ支援資
金の貸付利率の引き下げを受けることができます。

⑤さんだチャレンジショップ応援事業補助金の申し込み
三田市が実施するさんだチャレンジショップ応援事業補助金に申し込むことができます。
・応募期間や応募要件があります。また、審査があり採択されない場合があります。



証明書発行の交付対象者

特定創業支援等事業を受けた、次の①または②に該当
する人を対象に、証明書を発行します。
(1)創業を行おうとする人

・事業を営んでいない個人
(2)創業後５年未満の人

・事業を開始した日以後５年を経過していない個人または法人
※実践創業塾を受講しても、創業日から５年以上経過している場合や第二
創業、事業承継等証明書発行の対象外となる場合がありますので、必ず事
前に商工会へ確認してください。

事業
開始日

創業前 創業日から
５年未満

創業日から
５年以上

交付対象
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証明書様式(イメージ)
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証明書の取得ステップ
実践創業塾を受講する

↓
受講後、商工会へ交付対象者の要件に該当するか確認する

↓
商工会で創業計画書の作成指導を受ける

↓
証明書を申請する(申請フォームによる電子申請)

↓
市から証明書が郵送される

8



最後に
●ぜひ実践創業塾を受講し、特定創業支援等事業の証明書を

もらいましょう！
●実践創業塾を受講するメリットは他にも・・・

・受講後も商工会や中小企業診断士によるフォローアップがあり、
個別相談などが受けられます！

・受講後も交流会や創業塾同窓会に参加できます！
起業仲間を作りましょう！

●お問い合わせ先
三田市産業政策課 市役所５階 TEL079-559-5085 …総合相談窓口
三田市商工会 三田市天神1-5-33 TEL079-563-4455
…創業相談、実践創業塾に関すること、証明書の発行要件確認等
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